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第９２回文化審議会国語分科会（Web 開催）・議事録  

 

令 和  ８  年  ２  月  ３ 日（火） 

１３ 時 ００  分 ～ １４  時 ３０ 分 

文部科学省１５階 ・ １ ５F 特別会議室  

 

〔出席者〕  

 （委員）森山分科会長、相澤副分科会長、石川、神永、川口、木村、齊藤（美）、斎藤（純）、 

滝浦、武田、棚橋、中江、長岡、成川、古田、前川、村上、山本（真）、 

山本（玲）各委員（計１９名）  

 

 （文部科学省・文化庁）山田国語課長、武田主任国語調査官、中田国語課長補佐、 

鈴木国語調査官、町田国語調査官、ほか関係官  

※ 事務局及び森山分科会長、石川、成川各委員は、 

文部科学省１５F 特別会議室にて参加。 

 

〔配布資料〕  

１  第９１回文化審議会国語分科会議事録（案）  

２  国語施策の充実に関する令和８年度予算案  

３  信頼できる言語資源としての現代日本語の保存・活用のためのデジタル基盤  

整備事業（令和７年度補正予算）  

４  文化審議会国語分科会における審議スケジュール（案）  

〔参考資料〕  

１  危機的な状況にある言語・方言の活性化・調査研究に関するこれまでの取組  

２  国語審議会及び文化審議会国語分科会における方言に関する言及の例  

３  令和７年度  文字・活字文化資源活用推進事業の採択事業概要  

４  令和５年度「国語に関する世論調査」における読書に関する問い 

５  これからの時代に求められる国語力について（平成１６年文化審議会答申）  

 

〔経過概要〕  

１  事務局から配布資料の確認が行われた。 

２  前回の議事録（案）が確認された。 

３  事務局から、 配布資料２「国語施策の充実に関する令和８年度予算案」及び３「信頼

できる言語資源としての現代日本語の保存・活用のためのデジタル基盤整備事業（令

和７年度補正予算）」を用いて、国語施策の充実に関する令和７年度補正予算及び８

年度の事業概略について説明があり、説明に対する質疑応答及び意見交換が行われた

が発言は出なかった。 

４  事務局から、 配布資料２、参考資料１及び２を用いて、「危機的な状況にある言語・方

言の活性化・調査研究事業」について説明があり、説明に対する質疑応答及び意見交

換が行われた。 

５  事務局から、 配布資料２及び３を用いて、「信頼できる言語資源としての現代日本語

の保存・活用のためのデジタル基盤整備事業」について説明があり、説明に対する質疑

応答及び意見交換が行われた。 

６  事務局から、 配布資料２及び参考資料３を用いて、「文字・活字文化資源活用推進

事業」について説明があり、説明に対する質疑応答及び意見交換が行われた。 
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７  事務局から、配布資料４「文化審議会国語分科会における審議スケジュール（案）」の

説明があり、次回、第９３回国語分科会は、令和８年３月１６日（月）午後３時から開催

することが確認された。 

８  各委員の発言及び事務局からの説明は次のとおりである。 

 

 

○森山分科会長  

定刻となりましたので、ただ今から、第９２回、今期３回目の文化審議会国語分科会を開催

したいと思います。御多用のところ御出席くださり、ありがとうございます。 

今回も、文部科学省の会議室にお集まりいただきつつ、オンラインでも参加いただく形で進

めていきたいと思います。 

本日は議事次第のとおり、「国語施策の充実に関する令和８年度事業等」について、「その

他」という内容で協議を行いたいと思います。 

具体的にはまず、文化庁として、特に国語課において予定している来年度の事業を中心に、

その中身や予算の関係などについて、事務局から説明をしていただきます。そして、各事業の

内容について自由に意見交換ができればと考えております。 

事業自体は、文化庁として計画しているものであり、国語分科会がその内容を決定するよう

なものではありませんが、施策を後押しできるような有益な御意見を頂いて、今後の参考とし

ていただきたいと考えております。 

配布資料２「国語施策の充実に関する令和８年度予算案」及び配布資料３「信頼できる言

語資源としての現代日本語の保存・活用のためのデジタル基盤整備事業（令和７年度補正予

算）」に基づき、国語施策の充実に関する令和７年度の補正予算の内容や、８年度の事業の

概略について、山田国語課長から御説明いただきたいと思います。 

 

○山田国語課長  

国語課長の山田でございます。 

国語分科会では、これまでローマ字のつづり方の見直しを大きなテーマとして御議論いただ

いてきたところですが、昨年末の内閣告示が出されたことにより、一区切りついたことになりま

す。 

これから来年度に向けて、新たなテーマで御議論を行っていただくことになりますが、その前

に、国語施策に関する最近の動きとして、文化庁の予算の情報について皆様と共有させてい

ただきます。 

配布資料２「国語施策の充実に関する令和８年度予算案」を御覧ください。まだ予算案の

状態であり、この後、国会で御議論いただいた後に正式な政府予算になりますが、現時点のも

のということで御紹介いたします。 

文化庁の国語関係の予算は大きく四つから成っています。一つ目が国語に関する調査研

究、二つ目が危機的な状況にある言語・方言の関係、三つ目が信頼できる言語資源としての

現代日本語のデジタル基盤整備、四つ目が文字・活字文化資源の活用です。 

まず、一つ目の国語施策の調査研究に関するものを簡単に御紹介します。配布資料２の１

ページ目です。 

こちらは、従来から主に国語分科会、また、各小委員会で行ってきていただいたような国語

施策の検討に関する予算です。毎年行って公表している「国語に関する世論調査」や、審議会

の議論に付するための調査などが対応しています。 

それに加えて、国語施策に関する審議会の議論などを日本の各地の関係者に周知するため

の国語問題研究協議会や、国語課題懇談会といったものを毎年一、二回、開催しております。 

審議会の議論については、御案内のとおり、令和５年に「国語分科会で今後取り組むべき

課題」ということで課題をまとめていただいています。こういったテーマに基づき、今後も必要な
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調査や議論を行っていく予定です。 

また、この事業内容の一番下の●のところですが、「国語に関するウェブサイトの充実」という

予算も計上しています。文化庁ウェブサイトの中に今年度、新たに「言葉の情報サイト」という

ものを開設しています。 

国語政策については、国民の皆様からも関心が高く、一般の方から様々なお問合せなども

頂いています。一方、文化庁ウェブサイトでは、過去の文書を含め、様々な資料を公開、更新

し、あるいは、普及のために制作している動画などを掲載しています。それがいろいろな場所に

散らばっていたり、あるいは深いところに入り込んでいたりして、なかなか探しにくいというよう

な御指摘がありました。「言葉の情報サイト」では、情報を探しやすいように、トップページに検

索のためのツールを設けていますので、皆様も一度御覧いただければと思います。 

また、「ローマ字のつづり方」の見直しを受けて、普及のための新たな動画の制作なども国語

課で進めております。今後も情報を充実させていきたいと考えております。 

続いて、２ページ目を御覧ください。「危機的な状況にある言語・方言の活性化・調査研究

事業」です。 

この危機的な状況にある言語・方言といったものについては、これまで国語分科会では余り

取り上げてこなかった事項かと思いますが、方言については、過去の答申や報告書などでも少

し取り上げているものがあります。参考資料２「国語審議会及び文化審議会国語分科会にお

ける方言に関する言及の例」に、過去の分科会における報告書での言及について抜粋文があ

ります。この平成７年の報告書でも、方言の尊重ということが取り上げられており、１６年の答

申でも言及されています。 

文化庁の事業としては、平成２２年度から関連の事業を開始しています。これは、きっかけと

しては、ユネスコが危機言語・方言として、日本では８言語・方言を指定したということから始ま

った事業です。近年、その方言に関して、地方の都市化や高齢化が進み、いずれの地域におい

ても方言が危機に 瀕
ひ ん

しているという事態になってきております。こういった状況を踏まえて、来

年度（令和８年度）から、対象地域を拡大する方向で、予算を大きく増額して計上した案にな

っています。 

また、先週１月２７日に言語資源小委員会で方言をテーマにヒアリングさせていただきまし

た。このときにも、委員の皆様から、方言というものが重要な地方の言語資源であって、保存の

取組が重要であり、また、国の支援も必要であるといった御意見を頂戴したところです。 

配布資料２「国語施策の充実に関する令和８年度予算案」の３ページを御覧ください。「信

頼できる言語資源としての現代日本語の保存・活用のためのデジタル基盤整備事業」です。 

こちらは、言語資源小委員会で、大きなテーマとして御議論いただいているコーパスに関係

しています。 

日本に様々な言語コーパスがありますが、特に、国立国語研究所が整備している「現代日

本語書き言葉均衡コーパス」が、中核的なコーパスであるとされています。こちらの整備充実に

ついて文化庁も支援しているものです。詳細は後ほど担当から御説明しますが、現在、１億語

規模であるこのコーパスを、２億語規模に拡大するため、令和６年度から５か年の計画で進め

ております。こちらについては補正予算を適宜活用しながら、早期の整備に努めていきたいと

考えています。 

４ページを御覧ください。「文字・活字文化資源活用推進事業」です。 

これは、文字・活字文化ということで、書籍や新聞・雑誌を含めて文字・活字は、人類の知

識や知恵の継承という観点から、また、様々な人間性の 涵
か ん

養という観点からも非常に重要な

ものです。一方で近年、活字離れ、読書離れも指摘されているところです。 

国語分科会としては、これまで直接こういったことを、余り大きくは取り上げてこなかったかも

しれませんが、国語力を育むという観点から読書は重要であるということは、過去の答申でも
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指摘されているところです。 

こういった観点で、例えば子供の読書活動や、図書館の整備振興といったものは、文部科

学省でこれまでも取り組んできているところです。文化庁としては、地域における文字・活字文

化の振興という観点に立ち、この令和７年度から新規に立ち上げた事業となります。 

これは、文字・活字文化の担い手である出版界や書店など、地域の関係機関と連携して、

文字・活字文化の振興につながる取組を推進するものです。こうした様々な地域のコンテンツ

を活用して、身近なところから文字・活字文化への関心を高めるということを期待しています。 

最後に、配布資料３「信頼できる言語資源としての現代日本語の保存・活用のためのデジ

タル基盤整備事業（令和７年度補正予算）」を御覧ください。こちらは補正予算という関係

上、緊急の経済対策という意味合いが強いので、そういった観点から、特に日本語のデジタル

基盤の整備の関係の事業を計上しています。先ほど少し触れた、日本語のコーパスや、方言に

ついてのデータセットを整備するものです。データベースの基盤となるものを整備するとともに、

生成ＡＩの開発などにも活用できるのではないかということで、７年度補正予算で約２億円の

措置をしていただいています。 

詳細は後ほど担当から御説明しますが、概略は以上です。 

 

○森山分科会長  

ありがとうございました。 

各事業の詳細については、この後、それぞれの担当の方から、改めて御説明いただきます。

意見交換はその後に行いたいと思います。ただ今の御説明について、御質問等がありましたら

お願いいたします。 

（  → 挙手なし。）  

では、各事業について、もう少し詳しい御説明を伺いたいと思います。 

配布資料２「国語施策の充実に関する令和８年度予算案」の２枚目の「危機的な状況にあ

る言語・方言の活性化・調査研究事業」について、事務局からの御説明をお願いいたします。

参考資料１「危機的な状況にある言語・方言の活性化・調査研究に関するこれまでの取組」と

参考資料２「国語審議会及び文化審議会国語分科会における方言に関する言及の例」も併

せて御覧ください。 

 

○鈴木国語調査官  

国語調査官の鈴木でございます。この危機言語・方言の事業を担当しております。配布資

料２の２ページ目、参考資料の１、２を使って御説明いたします。 

まず、危機言語・方言事業の狙いを、お話しいたします。これは消滅の危機にある言語・方

言の実際の状況をきちんと把握した上で、記録保存、継承の取組を支援し、そうしたことを通

して、消滅の危機という状況の改善を図ろうというところに置いています。 

この危機ということについて、言語や方言というものをいかに捉えているかについて紹介い

たします。 

国連、それからユネスコからの報告がきっかけですが、言語というものを、人間を取り巻く環

境や文化と密接に関わり、文化的多様性を保障する存在であり、全ての人がそれぞれで選択

できるものと捉えています。 

参考資料２にあるとおり、日本では国語審議会において、多様な地域文化の中核として、地

域の文化を伝え、地域の豊かな人間関係を担う、美しく豊かな言葉の要素であると捉えていま

す。世界においても日本においても、言語―国内的には方言―は多様な文化の基盤であると

いう位置付けが行われています。したがって、この言語や方言の消滅というのは、文化の多様

性の損失につながるということで危機感を生んでいると理解しているところです。 

次に、文化庁の取組について改めてお話しいたします。文化的な多様性の損失につながるこ

とから、ユネスコが世界消滅危機言語地図というものを発表しました。これは各国に取組を促
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す目的を持ってのことです。 

平成２１（2009）年に第３版が発表され、ここで初めて日本国内の八つの言葉が消滅の危

機にあると示されました。具体的には、参考資料１の２ページ目の地図にあります。東北地方の

被災地の方言は、ユネスコは触れていません。それ以外の八つです。アイヌ語、それから、ユネ

スコの言い方ですが八丈語、 奄
あ ま

美語、国 頭
が み

語、沖縄語、宮古語、八重山語、与那国語で

す。この第３版の地図の発表を受けてから、今度は参考資料１の１ページ目のような形で平成

２２年度から取組を始めました。 

初めは危機の状況や、そのとき実際に行われていた取組の実態を把握する調査から始めま

した。その調査の結果、ユネスコが言っていることが裏付けられるということで、次の段階に入

ります。 

まず、危機度が最も高いアイヌ語については、アーカイブという形で、どこからでもアイヌ語に

触れられるという環境がありませんでしたので、アイヌ語のアーカイブの作成に取り組むという

方向に進んでおります。 

方言については、記録の残り方が地域によってばらばらでしたので、記録の少ない地域を対

象に記録の充実に取り組むという方向に進んでおります。 

そして、このアイヌ語と方言をまとめまして、危機言語・方言の実態を多くの方に知っていた

だき、それらの価値について気付いてもらおうということで「危機的な状況にある言語・方言サ

ミット」を毎年開催しています。 

ユネスコが言っていることの一方で、平成２３（2011）年には東日本大震災が起こりました。

「東日本大震災からの復興の基本方針」において、コミュニティー再生のためには方言の再興

に取り組むべきであるということが書かれました。この基本方針を受けて、東日本大震災の被

災地の方言についての取組も始まることになりました。こちらも、まず、実態の把握というところ

から始めて、その後、方言の再興につながり得る様々な活動を支援するということを行っていま

す。同時に危機言語・方言サミットにおいても、被災地の方言についての発表等を加える形で

進めております。 

この被災地の方言を含めた危機言語・方言の取組は、一見ばらばらに行っているように見

えますが、実は危機言語の研究者の間で提唱されている大きな枠組みというものに基づいて

構成しています。この提唱されている枠組みというのは、ステータス（status）の分野、コーパ

ス（corpus）の分野、プレステージ（prestige）の分野で、この３分野を踏まえて、それぞれに

おいて取組を行うべきであるということが研究者の間で述べられていて、これに基づいて取り

組んでおります。 

ステータスの分野というのは、公的な位置付けということです。これは例えば、アイヌ施策推

進法において、アイヌ語が先住民言語であると明確に位置付けられたこと、それから先ほどの

復興の基本の方針において、方言の再興というものがコミュニティーの再生につながると述べ

られたこと、また、現在の学習指導要領において、方言の役割というものが明確に認められた

こと、このようなことが該当いたします。 

コーパスの分野というのは、例えば方言の辞書、方言の文法をまとめた書籍、方言を学ぶた

めの教材など―言語資源と呼べるかと思いますが―そうしたもののことを指しています。方言

を記録する活動、例えば昔話集を編集する作業、指導者の養成なども、この分野に該当する

活動です。 

プレステージ分野は社会的なイメージであり、これは方言を継承していくかどうかという気持

ちに大きく影響する分野です。危機言語・方言サミットや、各地での方言の記録と同時に、こち

らの方言はこういう価値があるんですよといった啓発の講座などが該当します。 

ステータスの分野はどちらかというと公的な位置付けですから、法律や方針といた大きなと

ころで決まってくるものですので、国語課の事業は、コーパスの分野とプレステージの分野で具

体的な取組を行っています。 
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消滅の危機にある言語・方言というのは、ユネスコが挙げたもの、東日本大震災の被災地の

もの、それらだけではありません。先ほどの説明にあったとおり、全国各地の方言についても消

滅の危機にあるという現実があります。 

配布資料２の２ページ目を御覧ください。対象を全国の方言に広げるということで、予算案

が大幅に増額になっています。「経済財政運営と改革の基本方針２０２５」というのは、いわゆ

る骨太の方針のことです。骨太の方針の中で「方言の保存・継承の推進」と書かれたことが増

額に大きく作用しています。 

アイヌ語のアーカイブの作成や、危機言語・方言サミットの開催、また、新たに危機言語話者

の育成を行っております。こちらは、規模としては同じような規模で引き続き行いますが、記録

保存のための実地調査、それから継承のための啓発事業については全国が対象となります。５

か年計画で全４７都道府県、約２００地点を目標に実地調査を行うことを計画しているところ

です。 

過去に方言の全国調査が行われているのかというと、昭和６０年代に各地方言収集緊急調

査というものがありました。その当時の方言の調査手法に基づいて、自然談話の収録が中心

の調査です。これは方言相互の比較がなかなかしにくく、全体的に捉えるというところで難しい

面もあります。今回の全国調査においては、そういう全国的な比較、相互の比較等ができるよ

うな共通調査シートの使用や、ＡＩ関係におけるデータ活用も意識した調査を念頭に置いてい

ます。また、地域の特性について、各地域、地点での独自の調査も加えられる設計にしたいと

考えているところです。 

以上が危機的な状況にある言語・方言の活性化・調査研究事業の説明です。ありがとうご

ざいました。 

 

○森山分科会長  

ありがとうございました。 

それでは、ただ今御説明いただいた点について、御意見等がありましたら意見交換としたい

と思います。いかがでしょうか。 

 

○石川委員  

３点、質問とコメントを申し上げたいと思います。 

まず、質問です。御紹介いただいた２００９年版アトラスからは既に 15 年以上の年月が 経
た

っているわけですが、その中で状況がどのように変化しているのか、アトラスで言及された８言

語以外にも危機に至っているものがあるのかどうか、もし、情報がありましたら御教授いただけ

ればと思います。 

加えて２点、コメントです。１点目ですが、方言の保存ということに関して、ステータス、コーパ

ス、プレステージという三つの階層があると教えていただきました。ただ、「コーパス」の階層で

は、辞書作り、文法書作り、昔話収集といったところに力点が置かれているようで、これらに加

え、今後は、電子言語資源としての整備についても適切に検討していくことが重要かと考えた

次第です。 

２点目として、今後、方言の活性化ということを考えていく場合、国が主導して「プレステー

ジ」の位相を上げていくことに加え、民間の力をうまく引き込んでいくということも必要かもしれ

ません。後でお話が出てくるかと思いますが、文化庁の「文字・活字文化資源活用推進事業」

では、民間にいろいろな提案を出してもらって、文字・活字の振興を多面的に実施しておられ

るようです。方言についても、既に民間企業がブランディングに活用している例も出ているよう

でございますが、今後は、国と民間の両方でうまく調整を取りながら方言の普及を図っていく

ことも重要かと感じた次第です。 
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○森山分科会長  

ありがとうございました。今の点について事務局からお願いします。 

 

○鈴木国語調査官  

御質問ありがとうございます。 

２００９年の発表から２０２６年現在に至るまでの状況の変化について御説明します。各地そ

れぞれで保存や継承に関わり、関心を持って活動されている方がいらっしゃいますが、以前は

点としてそれぞれの地域で活動されていました。それに対して、特にサミットを通じて相互に横

のつながりができたことによって、それぞれの地域で行われていることの情報共有ができ、それ

によって自分たちの活動に新たに取り入れるといった形で、活性化が進められているところが、

大きな変化かと考えております。 

同時に、ユネスコで示された八つの地域と東日本大震災の被災地以外の地域でも、この活

動を知ったことによって、サミットに参加して、自分たちの地域でもどうかという形で、関心を持

つようになってきたということがあります。そういう意味では、段々、目を向けてもらえるようにな

り、かつ、横のつながりができて活動自体が活性化しているという変化を認めることができるか

と思います。 

それから、２点コメントとしていただいた点で、デジタルコーパスについては、国立国語研究

所で、方言についてもコーパスを作っています。これからの時代の調査であれば当然コーパス

分野において視野に入れていくということで考えております。 

それから、プレステージの分野では、継承のための活動に関しては、公募する形ですので、自

治体や民間において、この方言の継承に寄与する活動を提案してもらい、その中から採択して

活動を行ってもらうということを考えております。国として行うのはサミットということになります

が、それ以外の部分はむしろ民間の活動を支援するという形で進めていくことを考えていると

ころです。 

 

○石川委員  

ありがとうございました。 

 

○森山分科会長  

ありがとうございました。ほかにいかがでしょうか。 

 

○成川委員  

共同通信の成川です。 

いろいろ予算を付けて行っているのは存じ上げているのですが、国全体として見ると、各地

に方言を研究なさっている大学の先生がいらっしゃいます。話を聞くと研究費が足りないとおっ

しゃっています。全国的に見れば、そこの拡充というのも方言の継承で非常に重要じゃないか

と思います。 

ここで尋ねることでもないのかもしれませんが、その辺の取組はどうなっているんでしょうか。

国として進めるのであれば、文化庁国語課ではないと思いますが、大学の研究しているところ

へ調査研究費を流すということが非常に重要だと思います。意見として言いました。 

 

○山田国語課長  

おっしゃるように大学の研究費のことは、文化庁国語課の所掌とは異なるものですが、今回

のような全国調査をする際には、文化庁が直接実施するわけではなく、実際には各大学の研

究者の方々に研究チームとして参加していただくということになりますので、そういうところで少

しでもお役に立てればと考えております。 
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○成川委員  

本当にやろうと思ったら、文化庁だけではなくて文部科学省も含めてという話になるべきか

と思いました。 

 

○山田国語課長  

大学の研究で何を重視するかというところは、各大学の研究の自由と言いますか、それぞれ

の考えがあると思いますので、この研究をしなさいとは言えないところがあります。 

 

○成川委員  

例えば、方言の研究の基金を作って、そこにみんな応募してもらうとか、予算があれば、いろ

いろやれると思います。文化庁国語課は一生懸命やっていらっしゃるのは知っているんです

が、国全体として幅広くやるべきではないかと思います。 

 

○山田国語課長  

今、我々はこうしたことに力を入れて行っているということを、そうした部局とも情報共有して

いきたいと考えております。 

ありがとうございます。 

 

○成川委員  

もう１点ですが、調査を８言語から全国に広げるという話でした。 

多分、方言とはならないかと思いますが、私の祖父が明治２０、３０年代で生まれて、ずっと

東京で、山の手言葉を話していたんです。私が中学のときに亡くなったのですが、子供の頃は

よく聞きました。今、そうした言葉を話せる人は余りいないのではないでしょうか。私も聞けば分

かるのですが、まねできない。今は 噺
は な し

家もそういう言葉を話しませんし、なくなってきていると

思うのですが、そういうのは対象にならないのでしょうか。 

 

○鈴木国語調査官  

例えば東京では、今、下町の言葉などを熱心に記録を取って調査、研究している大学なども

あります。そうした先生方とは山の手の言葉も対象になり得るという話もしています。 

大阪でも、いわゆる関西弁というと、大阪の南寄りの言葉が今広まっていて、北の方の言葉

は絶滅の危機にあるという指摘もよくあります。そうした面では都市部であっても、対象となり

得る面もありますので、そうした点も意識して、調査地点について考えていきたいと考えており

ます。 

 

○成川委員  

分かりました。ありがとうございます。安心しました。 

 

○森山分科会長  

ありがとうございました。ほか、いかがでしょうか。 

（  → 挙手なし。）  

この点、もしまた後でありましたら伺えればと思います。 

それでは、次に配布資料２「国語施策の充実に関する令和８年度予算案」の３枚目と、配布

資料３「信頼できる言語資源としての現代日本語の保存・活用のためのデジタル基盤整備事

業（令和７年度補正予算）」について、事務局からの御説明をお願いします。 

 

○鈴木国語調査官  
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引き続き、担当しております鈴木から御説明申し上げます。 

この言語資源の事業の狙いというのは、現代日本語のデータを様々な分野で活用しやすい

形で保存するため、言語コーパスの整備を図るというものです。 

配布資料２の３ページ目が令和８年度の予算案、そして配布資料３が令和７年度の補正予

算となっており、共に言語コーパスの整備を内容としています。 

配布資料２、令和８年度予算案は、令和６年度から始めた「現代日本語書き言葉均衡コー

パス」の拡充作業の経費が積まれているものです。 

一方、配布資料３の「令和７年度補正予算」は、「現代日本語書き言葉均衡コーパス」の拡

充作業の経費だけではなく、先ほどの危機言語・方言の説明でも触れましたが、昭和の時代に

全国方言調査をした資料、そのデータ化の経費も含まれているというものです。 

まずは、「現代日本語書き言葉均衡コーパス」の拡充についてです。これは国立国語研究所

で作られた１億語規模のコーパスです。コーパスというのは、日本語のデータを個々の語に分

け、その語に関して品詞や用法、係り受けなど、言語に関する情報を付与した言語のデータベ

ースのことです。単語で引くこともできますし、品詞や用法などから検索することも可能です。 

このコーパスが完成してから、２０年ぐらい経過したのですが、その間、新しいデータが加わ

っていませんでした。その２０年間のデータを１億語分追加して、合計２億語のコーパスにする

という取組です。 

大体の作業手順をお話ししないと、この２種類の予算が、どう切り分けられているかが分か

りにくいので、作業の手順を御説明いたします。まず、各年の出版書籍のリストを手に入れ、そ

の中でジャンル等が偏らないように、統計的な手法でサンプリングを行って、データに加える対

象の書籍を抽出します。抽出した書籍の本文全てではなく、一部をデータにします。それも同じ

ようにサンプリングによって決まり、そのサンプリングされた部分をデータにします。指定された

箇所のテキストデータを作成した上で、そのテキストデータを形態素解析で単語に分けるなどし

ます。これは自動化されています。そうした過程を経て、言語情報を整理し、データとして整え

てコーパスに入れるという流れになります。 

この手順の、サンプリングの部分は、研究者が行うことになりますが、その後、書籍の中から

抽出された箇所をテキストデータにする部分は、必ずしも研究者でなくても可能です。この部分

について民間の業者に再委託するという形を取っています。 

この民間業者に再委託できる部分について、まとめて前倒しすることができるであろうという

ことで、令和７年度の補正予算でまとめて計上しています。 

それに対して、令和８年度予算案は、研究者自身が直接関わらなければいけない作業の部

分です。その部分の経費を残してあるという、そういう関係でこの補正を利用しているというよ

うになります。 

７年度補正予算では、これも再委託する形になりますが、インターフェースの部分について

も、今はいろいろＡＩ等を利用できるのではないかというアイデアがあると聞いております。そう

したインターフェースの改良についての予算も加わっています。 

特にこの補正予算は、テキストデータを作るところまでの事業です。その後の言語の情報を

加えるのは次の段階で、これは研究者が行う形になります。ただ、テキストデータだけであって

も、ＡＩの分野、特に大規模言語モデルの開発においては活用できる余地があると考えておりま

す。この部分はできるだけ前倒しをして、そうしたＡＩの研究分野に提供できるような形にするの

が望ましいということもあり、補正予算に計上されています。 

もう一つ、この補正予算の中で、方言のデータセット等の作成があります。これは昭和の年

代に収録されたもので、話し言葉ではありますが、これも時代としては現代の日本語の一環で

あると捉えて、その収録された資料を活用しようというものです。音声のデジタル化、収録内容

を文字に起こすテキスト化、そして発話内容の共通語訳です。この音声のデータ、テキスト、そ

れから共通語訳という、三つをそろえたデータセットを作るものです。 

ただ、４７都道府県の全てを作るといったことは無理なので、現実的な数字として七つの県に
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ついて作るということで金額を積算しています。 

この取組については、例えば音声認識のＡＩが、現在、まだ方言には対応できていないという

状況があります。それは、方言のデータというものが十分になくて、学習できないという環境の

ためだということです。そこに対して対応できる事業ということで考えております。方言に対応す

る音声認識のＡＩは、例えば、地方の議会中継で、同時字幕として表示されるものがあります

が、地方議会の場合、方言の色合いの濃い議員もいらっしゃいまして、そういう方の発言は、

かなり不正確な形での字幕になってしまうことが多々あります。言わば情報アクセシビリティー

の面での支障が生じているということになります。 

また、東日本大震災の時にも明らかになりましたが、大きな災害のとき、別の地域から医療

や介護などで被災地に入る方が、その土地の高齢の方とのコミュニケーションで非常に困ると

いうことが生じます。この音声認識ＡＩが方言に対応できるようになると、そうした様々な面での

問題解決につながるであろうと考えております。 

昭和の方言の調査資料は、現在、国立国語研究所で管理していただいています。この事業

は、書き言葉のコーパスと当時に、国立国語研究所にお願いすることになろうかと考えておりま

す。 

以上です。 

 

○森山分科会長  

ありがとうございました。 

ただ今の御説明について、御質問あるいは御意見と御発言を頂きたいと思います。まず、私

から少し質問があるのですが、対象が７県くらいというのは、具体的には決まっているのでしょ

うか。 

 

○鈴木国語調査官  

県議会で同時字幕を出していることが確認できたのが７県でしたので、そこを仮に想定して

います。ただ、実際にはそれぞれで残されている、調査した資料がふさわしいものかどうかとい

う点があります。その辺りについては、担当してくださる研究者の判断で、むしろこちらの方が

いいのではないかというように変えることも可能な形で進めていただくことを考えております。 

 

○森山分科会長  

ありがとうございました。ほか、いかがでしょうか。 

 

○石川委員  

全国方言データセット等作成事業というのは、大変に意義と価値のある事業と思います。音

声データ、書き起こしデータ、品詞データ・現代語訳データなどがそろうことで、発音表記から

の検索や、共通語からの検索も可能になるとすれば、方言の保存と振興、また、方言を含む言

語全般の研究にとって、非常に価値のあるものになるだろうと感じました。 

その上で質問です。これは大体７県分ということですが、どのぐらいの分量をイメージされて

いるのでしょうか。現代日本語書き言葉均衡コーパスの方は４ ,０００万語という目安が示され

ていますので、こちらについてももし総語数の情報があるようなら教えてください。 

２点目は、電子化された方言データセットが、どのような形で公開される予定であるのか、こ

ちらももし見通しが付いていれば御教示いただければと思います。 

 

○鈴木国語調査官  

２点の御質問ありがとうございます。 

７県分で単語数がどのぐらいかという点についてはお答えできません。なぜかというと、各県

で残されている録音の長さが全然違うためです。長く収録されたものがあれば、当然単語数は
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多くなりますし、余りなければ単語数は少なくなります。これはどの７県を最終的に選ぶかという

ことが決まって、初めて見えてきます。最初は、何分の音声データというところが分かります。そ

れを形態素解析で語に分けて、単語数が出てくるということになりますので、現段階では申し

訳ありませんが、語数ではお答えできません。 

 

○石川委員  

分かりました。 

 

○鈴木国語調査官  

それからもう一つ、データセットを作った後については、直接的には国立国語研究所で持っ

ていただくということになります。この段階では、まだ形態素解析までは行っていないデータで

すので、その後、形態素解析をかけて、理想的には、「日本語諸方言コーパス」に追加して公

開するなり、「○○コーパス」という別の形で公開ができるように進めていけたらと考えておりま

す。ただ、これはすぐにどうこうとはならないだろうと思います。 

 

○石川委員  

確認質問なのですが、県議会などの音声データを書き起こすことに加え、「手書き原稿」の

電子化ということも書いてありますが、これは、具体的にどういう資料のことでしょうか。 

 

○鈴木国語調査官  

この資料というのは、昭和６０年代の調査のときに録音したものを担当してくださった県の担

当の研究者や学校の先生といった方が、実際に聞いて中身をメモしたり、中には書き起こしを

やってくださったものもあったりします。それも県によって、どの程度の手書きのものかというと

ころは異なります。手書きですので、それをまずデジタル化する必要性があるだろうと思いま

す。 

 

○石川委員  

ありがとうございました。 

 

○森山分科会長  

ありがとうございました。ほかはいかがでしょうか。 

（  → 挙手なし。）  

もしよければ、先ほどの危機言語・方言の件も含めて、国立国語研究所のことも出ておりま

すので、前川委員から何かコメント頂ければと思うのですが、いかがでしょうか。 

 

○前川委員  

急なことで、何を申し上げようかと思いますが、記憶に残っているところから逆順に話しま

す。 

方言の文字化、電子化のことで、手書きという話がありました。あの時代の資料は基本的に

全部手書きなので、それを一から電子化するということをまずやらなければいけないということ

です。出来上がったテキストを国語研究所で扱うことになると思いますが、それを現在公開して

いるＣＯＪＡＤＳという方言のコーパスに将来的には統合していく形になろうかと思います。現

時点では、まだそこまで計画を立てておりませんが、そういう方向になろうかと思います。 

ただ、現在のＣＯＪＡＤＳは、形態素解析されていません。あれは、標準語訳がついていて、

その標準語訳が形態素解析されていて、そちらから引くという形になっています。その形であ

れば、さほど苦労せずに統合することができるだろうと思います。 

方言のテキストから、形態論情報を使って引くとなると、方言ごとに異なる辞書の開発が必
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要になってきます。実はその研究を今進めておりまして、例えば、いわゆる関西方言であれば、

かなりの精度で、できてくるという手応えがあります。 

ただ、御存じのとおり、日本語の形態論は地域によって大きく変わりますので、どの程度の辞

書を開発すればいいのかということがあります。方言の数だけ開発するという必要はないと思

いますが、地域ごとに分けて、例えば、東京用とかいった形で幾つかのものを開発していけば、

できるようになってくると考えております。時間は掛かるだろうと考えております。 

 

○森山分科会長  

ありがとうございました。 

国立国語研究所のお仕事は非常に重要ですし、それとの連携も重要なポイントになるかと

思います。今後ともまた、よろしくお願いいたします。 

 

○前川委員  

こちらこそよろしくお願いいたします。 

 

○森山分科会長  

ほか御意見、御質問等ございませんでしょうか。 

 

○成川委員  

コーパスに追加した分はどんどん公開していくという、当初のお話があったと思いますが、い

つ頃になるでしょうか。今はまだ追加されていないように思うのですが。 

 

○鈴木国語調査官  

事務局からお答えします。 

追加されたものは、出来上がったものから公開していくということで、今年の３月頃に使える

ようになってくるかと思います。 

また５月頃に、追加して公開することに関して、公開シンポジウムを行うことが計画されてい

るというお話も伺っています。 

 

○前川委員  

そうですね、シンポジウムの会場も予約したというような話を先日聞きました。 

それから、コーパスも順次公開していくという形で、現状ではまだ、最初の公開までたどり着

けておりませんが、試験公開というような形で順次やっていきます。 

直ちにＢＣＣＷＪに追加するという形ではなくて、別のコーパスとして公開するという形を取る

と思います。 

 

○成川委員  

ありがとうございます。 

 

○森山分科会長  

ありがとうございました。 

それでは、次の配布資料２「国語施策の充実に関する令和８年度予算案」の４枚目の「文字

・活字文化資源活用推進事業」について、参考資料３「令和７年度  文字・活字文化資源活用

推進事業の採択事業概要」の内容も併せて、事務局からの御説明をお願いいたします。 

 

○中田国語課長補佐  

御説明いたします。配布資料２の４ページを御覧ください。 
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「文字・活字文化資源活用推進事業」は、令和７年度から開始している事業です。街中にあ

る書店は、地域住民にとって、多様な作品に触れることができる地域の重要な文化拠点と考え

ています。一方で、文字・活字文化の主な担い手である地域の書店が、近年、急激に減少して

いる傾向が見られます。 

報道等でも御案内の方が多いかと思いますが、例えば、一般財団法人出版文化産業振興

財団による２０２４年１１月の調査では、全国の自治体の約３０％で書店が存在しないという結

果が報告されています。 

あわせて、参考資料４「令和５年度「国語に関する世論調査」における読書に関する問い」を

御覧ください。文化庁で行った「令和５年度国語に関する世論調査」によりますと、１か月に１

冊も本を読まないという方が６２ .６％という調査結果が出ています。読書量が減っている方と

答えた方に、その理由を尋ねた問いでは、スマートフォンやタブレットなどの情報機器で時間が

取られるという回答が多くなっています。 

参考資料５「これからの時代に求められる国語力について（平成１６年文化審議会答申）」

を御覧ください。この答申の中でも、読書というものが国語力を育てる上で中核になるもので

あり、読書活動を充実することが非常に重要だと指摘されています。 

このような背景を踏まえ、関係省庁で様々な取組を行っているところですが、文化庁では、

文字・活字文化の振興という観点にフォーカスを当てた取組を行っています。 

配布資料２の４ページのイメージ図を御覧ください。文字・活字文化の主な発信拠点・担い

手である書店や出版社、文学館といった地域の関係機関が連携・協働して実施する文字・活

字文化振興のための特色ある取組について、支援を行うものです。その特色ある事例を収集・

蓄積して、地域の書店等の活用に資するために、文字・活字文化の振興モデルを構築するも

のです。 

本年度事業の具体的な内容ですが、参考資料３「令和７年度  文字・活字文化資源活用推

進事業の採択事業概要」を御覧ください。民間団体、地方自治体等を事業者として、６団体を

採択しました。 

事業内容について御説明申し上げます。まずは、書店と関係機関が連携した事業になりま

す。茨城県のブックエースでは、出版社・作家等と連携し、子供向けのイベント、書籍販売のブ

ース展示など、一般の方を広く呼び込んで、本に親しんでもらう取組を実施しました。 

さらに、地域にゆかりのある作家などと共に、独自の副読本を作成して、地域の小学校など

に配るとともに、出前授業などを実施しました。 

次に、京都府書店商業組合では、関係機関が連携して、広く一般向けのイベントを行いまし

た。作家や著名人によるイベントとともに、出版社の展示販売ブースなども設けて、文字・活字

文化に親しんでもらう取組を実施しました。 

このほか、地域の書店を巡るスタンプラリーや、文化施設等において京都の古典をテーマに

したワークショップを実施しました。 

続いて、２ページ目です。こちらは、取次と関係機関が連携したものになります。 

日本出版販売が行った事業では、神戸の魅力をテーマにした文芸作品と謎解きを合わせた

小冊子「ＺＩＮＥ‐ＫＯＢＥ（ジンコウベ）」を作成して、観光やインバウンドをターゲットに、神戸に

来てもらい、文字・活字に親しんでもらう取組を実施しました。 

次に、取次のトーハンの取組です。こちらは報道で取り上げられ、御案内の委員もいらっしゃ

るかと思います。数分程度で読めるような施設にゆかりのある短編小説をレシート上で印刷

し、ランダムに提供するもので、フランスの先行事例を参考に開発したものです。 

最後に、３ページを御覧ください。岩手県が事業者として、書店、出版社、地域の関係機関

と連携体制を構築して、文字・活字に親しんでもらうオリジナル教材を作り、学校等に配布しま

した。 

最後に、兵庫県の omochi という事業者において、県内の高校生、大学生等により、地域

の食文化や文学作品を題材として、地元の新聞社と連携し、「ＺＩＮＥ」という小冊子を作り上
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げていくものです。制作過程で、参考文献を調べるために読み込むなど、文字・活字に親しむ

ことにつながり、また、出来上がった小冊子を地域の図書館や商業施設などに展示することに

よって、見に来る人にも触れ親しんでもらう取組になります。 

引き続き、８年度も政府予算案としては、同額の４ ,０００万円を計上しています。今回取り

上げた事業とは異なるモデル事業の収集に取り組んでいきたいと考えております。その上で将

来的な文字・活字文化の振興モデルを構築してまいります。 

説明は以上です。 

 

○森山分科会長  

ありがとうございました。 

それでは、ただ今の御説明に関して、質問、御意見等ありましたらお願いいたします。 

 

○中江委員  

今の取組の中で「ＺＩＮＥ」というのが出てきましたが、今、ＺＩＮＥ作りというのは一般的にか

なり広がっていて、私自身も昨年、ＺＩＮＥを作って文学フリマで売ったりもしました。読み手を

増やしていくということは、今いろいろな工夫がされている中で、なかなか思うようになりません

が、実は書き手になってみることで、読むということに興味を持つという効能があると感じます。

自分が書き手になろうとしたときに、何を書くのかというと、やはり今まである既存のものをきち

んと読まなければ書けないので、そういった意味で創作意欲も含めて、このＺＩＮＥを作るという

のは、これから一つの活字推進ということにつながっていくのではないかと感じました。 

 

○森山分科会長  

ありがとうございます。 

ほかにいかがでしょうか。 

 

○川口委員  

質問です。配布資料２の④の下のイメージ図で、「関係機関等が連携し」とある中に、メイン

は書店、出版社、文学館などということで伺いましたが、そのほかに大学が入っています。具体

的な事例の中に大学が関与しているようなものがなさそうでしたので、具体的に大学にどのよ

うな役割をお求めなのか、ということが一つです。 

それから、読書文化ということで、書店が失われているということが挙がっていました。それと

相反するような、例えば図書館であるとか、古書店というものは対象外になるのかというよう

な、本を読むという意味でいうと、例えば、古書イベントなど地方では時々やるとそれなりに人

が来るんですが、それは、今回の事業の文字・活字文化資源活用というのとは違うのかどうか

ということを伺いたいです。 

 

○森山分科会長  

ありがとうございます。事務局からお願いします。 

 

○中田国語課長補佐  

大学でも大学の図書館と書店等と連携した取組などが、想定されます。今年度は応募がな

かったので採択していませんが、大学と地域の関係機関が参加することを否定しているもので

はありません。 

二つ目の御質問について、図書館や古書店が対象外かどうかという点ですが、図書館を対

象外にしているということではありません。書店と地元の関係機関が連携することによって、書

店等が単体ではなし得ないようなパターンを実施する趣旨の事業です。図書館については文

部科学省の別の部署が担当していますが、文化庁は文字・活字文化の振興という趣旨から、
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主に書店等を主眼とした取組を次年度は実施したいと考えています。 

 

○川口委員  

ほかの事業と重ならないところで、この事業は特には書店が中心だと理解すればよいという

ことですね。ありがとうございます。 

 

○山田国語課長  

古書店の御指摘があったと思いますが、古書店を排除するものではございません。図書館

は申し上げたとおり、図書館を中心にした事業を文部科学省でも担当しておりますが、古書店

については特にございませんので、古書店が地域の中で行う様々な取組は、当然対象になりま

す。 

大学についても、特に具体的にこれと想定しているわけではありませんが、例えば、文学関

係の専門の先生が、文学作品の楽しみ方といったものを、書店や地域と連携して発信するとい

うようなこともあり得るのではないかと思います。 

 

○川口委員  

大学との連携でいうと、従来も既に想定されているような産学連携の拡張版ということで理

解すればいいかと思うのですが、大学が入りにくいのは、利害関係が発生するといった部分も

あるかと思って、大学にどういう役目を求められているのかと思った次第です。ありがとうござ

います。 

 

○森山分科会長  

ありがとうございました。ほか、いかがでしょうか。 

 

○村上委員  

意見です。今、中江委員からも、ＺＩＮＥを作るのがいいという話がありました。私も賛成で

す。 

出版不況で本が売れなくなって、先ほども御紹介があったように、１か月のうちに１冊も本を

読まない人が６割超えているという現状で、物書きからすると憂うべきことです。活字文化が衰

えているように思われますが、ＳＮＳの普及で、文字文化は逆に興隆している面もあると思いま

す。最近は動画も入ってきていますが、ＳＮＳはほとんど文字のやり取りです。若い人たちや、

最近は年配の人たちもＬＩＮＥなどを使うようになっていて、文字の文化が衰えてきているという

わけではありません。 

そういう文字の文化に親しんでいる人たち、積極的に発信している人たちが活字に目を向け

るような仕掛けを作らないといけないところです。書店や図書館は、なかなかお客さんの集客が

できないと、いろんなイベントを組んでやっていますが、待っていないで、こちらから出向いてい

くという考え方もあると思います。 

一つには、よく民間などでやっていますが、小中学校あるいは高校に作家が出向いて、そこ

で授業のデリバリーをするというものがあります。詩はこんなに面白いですよ、小説はこんなに

面白いですよということを教えて、例えばそこで、さっき中江さんが言っていたような、ＺＩＮＥの

ワークショップのようなものをやって、編集者と作家が組んで書き方を教えて、ＺＩＮＥの作り方

を教えるということをすると、子供たちは非常に興味を持つと思います。 

その際、どういうルートで作家や編集者などを呼べばいいんだということになったら、私の所

属している文藝家協会や日本ペンクラブを、どんどん活用していただけるとと思います。そうい

う仕掛けを、文化庁としても考えたらどうかと思いました。 

 

○森山分科会長  
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ありがとうございました。事務局から何かありますか。 

 

○中田国語課長補佐  

貴重な御意見を頂き、ありがとうございます。 

本年度の取組として、茨城県のブックエースでも、作成した小冊子に係る地元ゆかりの作家

の方などが出前授業をしている事例があります。御指摘のＺＩＮＥの作り方を教えるというのも

非常に興味深いと思います。今後の事業展開の参考にさせていただきます。 

 

○森山分科会長  

ありがとうございました。ほか、いかがでしょうか。 

 

○齊藤（美）委員  

ありがとうございます。 

確認の質問です。もし私が聞き逃していたら申し訳ありませんが、活字というと墨字が前提

になっているように思えるのですが、この事業の対象には、点字やオーディオブックなども含ま

れると考えてよろしいでしょうか。 

 

○森山分科会長  

事務局からお願いします。 

 

○中田国語課長補佐  

初年度ということで、まだ応募はありませんでしたが、点字やオーディオブックといったものを

否定するものではありません。 

 

○齊藤（美）委員  

分かりました。ありがとうございます。 

 

○森山分科会長  

貴重な御指摘、ありがとうございます。ほかにいかがでしょうか。 

 

○石川委員  

コメントです。大変意義のある取組と感じております。特に、地域において書店が減っている

という、どちらかというと経済面からのみ語られがちな問題に、国語や国語文化の振興という

観点から、文化庁国語課がアプローチされているということは、非常に重要なことだと感じまし

た。 

本事業は、今年度（令和７年度）より始まったものと承知をしておりますが、初年度において

は、将来の読み手や書き手を増やすという大きな視野での提案が多かった一方、地域書店の

窮状に直接に働き掛けるような提案はさほど多くなかったようにも見ております。本事業が２年

目に入っていく中で、今後は、書店の減少という問題に対して、より具体的に寄り添って支援し

ていくような提案が更に集まってくることを期待したいと思います。 

 

○森山分科会長  

ありがとうございます。事務局から何かあるでしょうか。 

 

○山田国語課長  

ありがとうございます。おっしゃるとおりでして、書店の減少ということを一つの重要な背景と

して捉えている事業ですが、その部分は、初年度はやや薄かったかと、私どもも課題の一つとし
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て認識しております。来年度、予算が通りましたら具体の実施に入るわけですが、その際は、御

指摘のように、書店というところにフォーカスを当てた形の事業ができないか、今正に検討して

いるところです。 

 

○石川委員  

ありがとうございます。 

 

○森山分科会長  

ありがとうございました。ほか、いかがでしょうか。 

 

○村上委員  

今、書店の話が出ましたので、一つ意見です。私も書店で育ったので、町の本屋さんが減っ

ていくのは、非常に寂しいし、つらいことです。ただ、それにはそれなりの原因があって、取次ぎ

と書店の問題が、大きく横たわっていると思います。取次ぎから、町の新刊書店に配本がある

ときに、北海道から沖縄までどこに行っても、町の本屋さんに並んでいる本が同じだという、金

太郎あめ現象があります。ある意味で、書店の企業努力というのは、取次ぎに任せっきりで、

選書という意味でなされていなかったんです。 

今、書店は減っているが、独立系の書店というのが、結構増えてきています。つまり、取次ぎ

を通さないで、自分たちで選書をして、出版社と直に取引をして、自分たちのセンスで本を売っ

ている人たちが増えてきています。 

書店の問題を考えるときに、例えば独立系の書店をやりたいという人たちに補助を出すと

か、何かしらできることをやるというのは、大いにあり得るかと思います。 

 

○森山分科会長  

ありがとうございます。特に何か、いかがでしょうか。 

 

○中田国語課長補佐  

御意見ありがとうございます。 

書店の開業等の支援等は、ほかの省庁においてそうした取組があったように記憶しておりま

す。文化庁においては、文字・活字文化振興の面で、委員の皆様に御意見いただきながら事

業の展開を進めていければと考えております。 

 

○森山分科会長  

ありがとうございました。ほか、いかがでしょうか。 

（  → 挙手なし。）  

長野県茅野市では、赤ちゃんが生まれたら本をプレゼントするそうですが、そういう地方自

治体との連携や、読み聞かせなども本との出会いの一つですので、そういったことなども含め

て、このすばらしい活動が進んでいったらいいと個人的には思います。 

ほか、全体のことでも何かございませんでしょうか。 

（  → 挙手なし。）  

本日の検討内容については、よく整理して、是非、今後の施策の参考にしていただきたいと

思います。国語分科会としても、国語施策の一層の充実に向けて、協力をしていきたいと思い

ます。 

まだ少し時間がありますが、言い残したこと等、ございませんでしょうか。本日の課題分のと

ころでも結構です。 

 

○山本（玲）委員  
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先ほどの話のところで、どの取組も非常にすばらしいと思いながら聞いていて、特にコメント

はなかったのですが、小学生や赤ちゃんに本を配るというようなことは、多くの自治体がやって

います。私自身が小中学校の現場に密着して研究していますが、見ている限り、本当に現場の

先生方もすばらしい図書教育をされています。 

特に小学校の場合は、ネット文化にまだ子供たち自身が浸っていない状況なので、昔から今

も変わらず、すばらしい教育がされていると思っています。 

ところが、それが中学校に入ると突然本を読まなくなったり、あるいは中学校で取組を続け

ても高校生になると読まなくなったりして、最終的に大学生になるとほとんど読まなくなるという

ことがあります。小さいときにあれだけ本を読んでいた子供たちが、もうみるみるうちに読まなく

なっていく、それにはネットというものもあると思います。 

私も大学生に英語の多読指導をしている中で、日本語でも本を読まないのに英語で多読な

どできるはずないと、学生たちがいつも言うんです。日本語でも読まないのにというところに私

は切り込んで、最近、その辺りを学生たちに聞き取りをしているんですが、多くの学生が、小学

校のときはとても本を読んでいた、本が大好きだったと言います。それが続かないことが今の問

題なのではないかと感じます。特に書店の活用については、当然、小学生より大人の方がター

ゲットになっているはずですから、小学生に対する取組も効果はあるとは思いますが、それが続

かないところに切り込んでいくということも視野に入れながら、今後の様々な手立てを考えてい

ただけたらいいかと思いました。 

 

○森山分科会長  

ありがとうございます。ほか、いかがでしょうか。 

（  → 挙手なし。）  

それでは、本日の国語分科会はこれで閉会とさせていただきたいと思います。 

どうもありがとうございました。 

 

 


